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No.79 編集・発行／滋賀県議会

（
裏
面
に
続
き
ま
す
）

９月定例会議の概要
　滋賀県議会は、９月定例会議を９月15日から10月13日までの29日間の日
程で開きました。
　９月定例会議では、議員提出議案11件と知事提出議案30件が上程され
ました。これらを審議した結果、意見書案３件を否決したほか、決算特別
委員会を設置して休会中に審査することとした「平成26年度滋賀県一般
会計および各特別会計歳入歳出決算の認定を求めることについて」ほか
３件を除き、いずれも原案のとおり可決または同意しました。
　また、各委員会では、付託された各議案、請願その他所管事項について
審査および調査を行いました。

●平成27年度一般会計補正予算を可決
　地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金を活用した事業に要す

る経費や７月17日から18日にかけての台風11号による被害に対応する
ための経費などを盛り込んだ13億6,115万８千円の一般会計補正予算
（第２号）を可決しました。
　補正予算には、滋賀ならではの特色ある観光資源の開発などに取り
組む「ようこそ滋賀」ビワイチ観光推進事業に係る経費のほか、被災し
た道路や河川などの復旧に係る経費などが計上されています。

●補正予算に対する附帯決議案を可決
　「平成27年度滋賀県一般会計補正予算（第２号）」に対し、新たな学
習船を建造する際には、その詳細に関する説明を、適宜議会に対して
すること、工事の入札が再度不調となることがないよう、組織的な体
制を構築し、遅滞なく準備を進めること、工期の変更はやむを得ない
が、建造に係る費用については現在の予算額を上回らないよう最大限
努力することを求める附帯決議案を文教・警察常任委員会で可決し、
本会議で委員長から報告されました。

災
害
対
策

問
　

本
年
の
台
風
18
号
に
よ
る
災

害
を
踏
ま
え
た
滋
賀
県
の
流
域

治
水
に
つ
い
て
、
今
回
の
鬼
怒
川
水

害
を
見
て
、
次
の
点
が
重
要
で
あ
る

と
強
く
再
認
識
し
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

一
つ
目
は
、
河
川
整
備
は
計
画
的

に
実
施
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ

る
一
方
、
ダ
ム
も
含
め
た
河
川
整
備

に
も
限
界
が
あ
る
こ
と
、二
つ
目
は
、

命
を
守
る
た
め
に
は
、
河
川
整
備
の

限
界
を
認
識
し
、
避
難
行
動
、
安
全

な
住
ま
い
方
、
土
地
利
用
へ
の
配
慮

な
ど
、
川
の
外
側
に
お
い
て
取
り
組

む
こ
と
が
で
き
る
対
策
を
住
民
と
と

も
に
考
え
、
行
動
し
て
い
く
こ
と
で

す
。

　

こ
う
し
た
点
を
踏
ま
え
、
今
後
の

河
川
整
備
の
進
め
方
に
つ
い
て
伺
い

ま
す
。

答
　

近
年
、
治
水
に
係
る
多
く
の

課
題
が
顕
在
化
し
、
川
の
中
の

対
策
だ
け
で
は
限
界
が
あ
る
こ
と
は

認
識
し
て
い
ま
す
。

　

ど
の
よ
う
な
洪
水
で
も
、
人
命
が

失
わ
れ
る
こ
と
を
避
け
る
こ
と
を
最

優
先
に
、
生
活
再
建
が
困
難
と
な
る

被
害
を
避
け
る
こ
と
を
目
的
と
し
、

自
助
・
共
助
・
公
助
が
一
体
と
な
っ

て
、
川
の
中
の
対
策
に
加
え
て
川
の

外
の
対
策
を
総
合
的
に
進
め
て
い
ま

す
。

　

今
後
20
年
間
の
目
標
を
定
め
た
河

川
整
備
計
画
と
、
当
面
の
具
体
的
整

備
内
容
を
定
め
た
河
川
整
備
５
ヶ
年

計
画
に
基
づ
き
、
流
域
治
水
の
基
幹

的
な
対
策
で
あ
る
河
川
整
備
に
し
っ

か
り
と
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と
考

え
て
い
ま
す
。

介
護
政
策

問
　

国
は
、
介
護
人
材
に
つ
い
て

２
０
２
５
年
に
は
全
国
で
38
万

人
不
足
す
る
と
の
需
給
推
計
を
明
ら

か
に
し
ま
し
た
。
本
県
で
も
お
よ
そ

３
，
５
０
０
人
が
不
足
す
る
と
見
込

ま
れ
て
い
ま
す
。
国
で
は
潜
在
介
護

福
祉
士
の
掘
り
起
こ
し
の
た
め
、
離

職
し
た
介
護
福
祉
士
の
届
出
制
度
の

創
設
を
目
指
し
て
い
ま
す
が
、
県
と

し
て
も
よ
り
危
機
感
を
持
っ
た
取
組

が
必
要
だ
と
考
え
ま
す
。

　

地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
を

活
用
し
た
介
護
人
材
の
養
成
、
確
保

の
取
組
に
つ
い
て
、
基
本
的
な
考
え

方
を
伺
い
ま
す
。

答
　

本
県
で
は
、
介
護
職
員
の
有

効
求
人
倍
率
、
離
職
率
と
も
に
、

そ
の
他
の
産
業
、
職
業
と
比
較
し
て

高
く
、
介
護
福
祉
士
の
う
ち
約
６
，

０
０
０
人
が
県
内
で
介
護
の
仕
事
に

従
事
し
て
い
な
い
と
い
う
現
状
で
す
。

　

こ
の
た
め
、
介
護
職
員
の
人
材
確

保
、
育
成
、
定
着
を
推
進
す
る
た

め
、
離
職
し
た
介
護
福
祉
士
な
ど
へ

の
再
就
業
支
援
に
よ
る
就
業
者
数
の

増
加
、
勤
務
環
境
改
善
の
支
援
を
通

じ
た
離
職
の
防
止
、
新
卒
者
の
就
業

支
援
、
障
害
者
や
外
国
人
な
ど
へ
の

研
修
事
業
に
よ
る
多
様
な
人
材
の
確

保
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

問
　

知
事
は
、
原
発
に
頼
ら
な
い

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進
の
た
め
の

立
し
た
琵
琶
湖
の
保
全
及
び
再
生
に

関
す
る
法
律
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を

期
待
す
る
の
か
伺
い
ま
す
。

答
　

琵
琶
湖
の
現
状
は
、
透
明
度

や
窒
素
、
リ
ン
な
ど
の
水
質
項

目
は
改
善
し
て
き
て
い
る
一
方
、
新

た
に
生
態
系
に
お
け
る
課
題
が
顕
在

化
し
て
い
ま
す
。

　

琵
琶
湖
の
保
全
及
び
再
生
に
関
す

る
法
律
に
お
い
て
、
琵
琶
湖
は
豊
か

な
生
態
系
を
有
し
、
貴
重
な
自
然
環

境
お
よ
び
水
産
資
源
の
宝
庫
で
あ
る

国
民
的
資
産
と
明
確
に
位
置
付
け
ら

れ
た
こ
と
に
、
大
き
な
意
義
が
あ
る

と
感
じ
て
い
ま
す
。
特
に
、
国
お
よ

び
関
係
地
方
公
共
団
体
が
講
ず
べ
き

施
策
と
し
て
、
琵
琶
湖
の
様
々
な
課

題
が
具
体
的
に
明
記
さ
れ
た
こ
と

は
、大
変
心
強
い
と
感
じ
て
い
ま
す
。

　

国
や
関
係
自
治
体
、
県
民
や
事
業

者
の
皆
さ
ん
と
緊
密
な
連
携
を
図

り
、
琵
琶
湖
の
保
全
・
再
生
に
向
け

て
の
取
組
を
よ
り
一
層
強
力
に
推
進

で
き
る
こ
と
を
期
待
す
る
と
と
も

に
、
我
が
国
の
湖
沼
再
生
の
先
駆
け

と
し
て
、
全
国
に
、
ま
た
世
界
に
琵

琶
湖
の
価
値
を
発
信
し
て
い
き
た
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

国
体
・
ス
ポ
ー
ツ
振
興

問
　

ス
ポ
ー
ツ
の
推
進
は
、
県
民

の
体
力
づ
く
り
、感
動
づ
く
り
、

健
康
維
持
、
地
域
の
活
性
化
、
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
の
構
築
な
ど
の
点
で
大
切

で
す
。
子
ど
も
の
ス
ポ
ー
ツ
離
れ
が

進
む
中
、
子
ど
も
の
ス
ポ
ー
ツ
活
動

を
推
進
す
る
た
め
の
取
組
や
県
民
誰

も
が
気
軽
に
ス
ポ
ー
ツ
を
楽
し
め
る

環
境
づ
く
り
も
必
要
と
考
え
ま
す
。

　

東
京
五
輪
、
滋
賀
国
体
等
を
契
機

に
本
県
の
ス
ポ
ー
ツ
を
盛
り
上
げ
て

い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
れ

か
ら
の
本
県
の
ス
ポ
ー
ツ
の
推
進
に

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
今
年
度
中
に
示
す

と
言
わ
れ
ま
し
た
。
Ｃ
Ｏ
２
削
減
を

論
じ
る
に
当
た
り
、
現
在
の
県
内
の

家
庭
、
事
業
所
、
工
場
等
の
総
電
気

エ
ネ
ル
ギ
ー
が
ど
れ
だ
け
必
要
で
、

原
発
に
頼
ら
な
い
と
す
れ
ば
、
県
内

で
ど
れ
だ
け
の
代
替
自
然
エ
ネ
ル
ギ

ー
等
を
確
保
し
よ
う
と
し
て
い
る
の

か
伺
い
ま
す
。

答
　

平
成
25
年
３
月
に
策
定
し
た

滋
賀
県
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

振
興
戦
略
プ
ラ
ン
で
は
、
２
０
３
０

年
時
点
で
の
電
力
供
給
量
を
２
０
１

０
年
比
で
省
エ
ネ
で
10
％
削
減
す
る

こ
と
を
前
提
と
し
て
、
１
２
９
億
ｋ

Ｗ
ｈ
と
想
定
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
電
力
供
給
量
の
内
訳
は
、
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
10
％
、
天
然

ガ
ス
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
や
燃

料
電
池
で
15
％
、
併
せ
て
分
散
型
電

源
の
比
率
と
し
て
25
％
を
確
保
す
る

こ
と
を
示
し
、
火
力
や
原
子
力
と
い

っ
た
大
規
模
電
源
の
比
率
は
約
30
％

減
と
な
り
ま
す
。

　

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
の
確
保

に
つ
い
て
は
、
今
年
度
中
に
策
定
を

目
指
す
「（
仮
称
）
新
し
い
エ
ネ
ル

ギ
ー
社
会
の
実
現
に
向
け
た
道
筋
」

の
中
で
、
更
に
深
掘
り
が
で
き
る
か

ど
う
か
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

琵
琶
湖
再
生
法

問
　

平
成
８
年
の
琵
琶
湖
総
合
開

発
特
別
措
置
法
の
失
効
か
ら
20

年
近
く
経
過
し
た
現
在
も
、
マ
ザ
ー

レ
イ
ク
21
計
画
に
お
け
る
取
組
は
行

っ
て
い
る
も
の
の
、
琵
琶
湖
の
環
境

は
気
候
変
動
や
生
活
ス
タ
イ
ル
な

ど
、
環
境
の
変
化
な
ど
に
よ
り
、
複

雑
多
様
な
課
題
を
抱
え
て
い
ま
す
。

　

本
県
と
し
て
今
の
琵
琶
湖
の
課
題

を
ど
の
よ
う
に
捉
え
て
い
る
の
か
、

ま
た
、
課
題
を
踏
ま
え
て
、
今
回
成

　
９
月
定
例
会
議
に
お
け
る

　
　
　
　
　
質
疑
・
質
問
か
ら

　
９
月
定
例
会
議
に
お
け
る

　
　
　
　
　
質
疑
・
質
問
か
ら
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こ
の
印
刷
物
は
古
紙
パ
ル
プ
を
配
合
し
て
い
ま
す

滋賀県議会では、県民の皆さんに議会活動への理解を一層深めていただくため、分かりやすい広報紙づくりに努めています。御意見などを下記までお寄せください。
あて先　〒 520-8577  大津市京町 4 － 1 － 1　滋賀県議会事務局　政策調査課　TEL 077-528-4094　FAX 077-528-4940　Ｅメール gikai@pref.shiga.lg.jp

この広報紙は 502,500 部作成し、県内に新聞折込で配布しています。経費（印刷、折込、職員の人件費）は１部当たり 6 円です。

９月定例会議で審議した主な議案

９月定例会議で審議した意見書

議 会 か ら の お 知 ら せ

９月定例会議で採択した請願

議案番号 件　　　　　　　　　　名 結　果
（知事提出）
議第119号～
　議第121号

平成27年度滋賀県一般会計補正予算（第２号）  ほか２件 可 決

議第122号～
　議第125号

滋賀県危機管理センターの設置および管理に関する条例
案  ほか３件

可 決

議第126号～
　議第129号

平成26年度滋賀県一般会計および各特別会計歳入歳出決
算の認定を求めることについて  ほか３件

継続審議

議第130号～
　議第138号

権利放棄につき議決を求めることについて  ほか８件 可 決

議第139号～
　議第148号

滋賀県公害審査会委員の任命につき同意を求めることに
ついて  ほか９件

同 意

番　　号 件　　　　　　　　　　名 結果
意見書第14号 平和安全法制関連法の強行採決に抗議し、同関連法の廃止を

求める意見書案
否 決

意見書第15号 フランチャイズの加盟店のオーナーを保護する法律の制定
を求める意見書案

否 決

意見書第16号 住民の安全が確保されていない状況の中での、高浜発電所３
号機および４号機の再稼働を行わないことを求める意見書案

否 決

意見書第17号 地方財政の充実・強化を求める意見書案 可 決
意見書第18号 地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書案 可 決
意見書第19号 ＩＣＴ（情報通信技術）の利活用による地域活性化とふるさと

テレワークの推進を求める意見書案
可 決

意見書第20号 家畜衛生対策の充実強化を求める意見書案 可 決
意見書第21号 災害ボランティアに係る支援制度の充実を求める意見書案 可 決
意見書第22号 ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ）協定に関する意見書案 可 決
意見書第23号 原子力災害に備えた避難計画の実効性を高めるために必要

な支援を求める意見書案
可 決

意見書第24号 ユネスコ記憶遺産に登録された「南京事件」に関係する登録
の撤回を求める意見書案

可 決

◦地域包括ケアの推進に伴う低所得者対策（セーフティネットの構築）等について

●決算特別委員会の設置
　平成26年度滋賀県歳入歳出決算の認定議案を審査するため、決算特別委員
会が設置され、10月19日から５日間にわたって審査が行われました。
　委 員 長 ： 家森　茂樹
　副委員長 ： 今江　政彦
　委　　員 ：� 竹村　　健、目片　信悟、海東　英和、角田　航也、下村　　勳、 

 節木三千代、山本　　正、井阪　尚司、中村才次郎、有村　國俊、 
 山本　進一、生田　邦夫、小寺　裕雄

●�「滋賀県スポーツ推進条例案要綱」に対する意見の募集
　滋賀県議会スポーツ振興特別委員会では、「滋賀県スポーツ推進条例」の制
定を目指しています。
　この度、条例案要綱を取りまとめ、11月13日（金）まで、県民の皆様からの御
意見を募集しています。詳しくは滋賀県議会ホームページを御覧いただくか、
滋賀県議会事務局政策調査課までお問い合わせください。

●滋賀県議会ホームページ、Twitter（ツイッター）
　議会ホームページでは、本会議や委員会の開催情報、議会の仕組み、議員
の紹介、会議録など、県議会の最新の情報を随時掲載しています。
　また、インターネット中継では、本会議の開始から終了までの模様をライ
ブと録画でそのまま中継しています。一部の内容を除き、スマートフォン、
タブレット等でも御覧いただけます。

滋賀県議会ホームページ　http://www.shigaken-gikai.jp/

　議会の開催情報は、Twitter（ツイッター）でも発信しています。
滋賀県議会ツイッター　（アカウント名　@shigakengikai）

●傍聴の御案内
　本会議や委員会はいつでも傍聴することができます。ただし、傍聴席には
限りがありますので、団体で傍聴される場合は、あらかじめ御連絡くださ
い。また、車椅子用の傍聴スペースは２席分あります。詳細についてはお問
い合わせください。

向
け
た
意
気
込
み
を
伺
い
ま
す
。

答
　

ス
ポ
ー
ツ
に
は
、
ア
ス
リ
ー

ト
が
全
力
で
戦
う
姿
に
人
々
が

夢
と
感
動
を
覚
え
る
と
い
う
競
技
ス

ポ
ー
ツ
と
し
て
の
側
面
、
子
ど
も
や

若
者
が
何
事
に
も
く
じ
け
な
い
心
や

豊
か
な
心
を
育
む
学
校
体
育
と
し
て

の
側
面
、
健
康
寿
命
を
延
ば
す
生
涯

ス
ポ
ー
ツ
と
し
て
の
側
面
が
あ
り
ま

す
。
加
え
て
、
人
と
人
、
人
と
地
域

を
結
び
付
け
、
地
域
を
元
気
に
す
る

力
も
あ
り
ま
す
。

　

滋
賀
国
体
や
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ
大

会
を
通
じ
て
、
ス
ポ
ー
ツ
の
有
す
る

価
値
と
力
を
最
大
限
に
生
か
し
、
未

来
の
滋
賀
に
と
っ
て
レ
ガ
シ
ー
（
遺

産
）
と
な
る
よ
う
、
さ
ら
に
、
郷
土

の
代
表
の
活
躍
を
通
し
て
、
全
て
の

県
民
が
地
元
滋
賀
を
誇
り
に
感
じ
ら

れ
る
よ
う
、
ス
ポ
ー
ツ
の
推
進
に
全

庁
を
挙
げ
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま

す
。学

力
向
上

問
　

全
国
学
力
・
学
習
状
況
調
査

は
、
児
童
生
徒
の
学
力
や
学
習

状
況
を
把
握
、
分
析
し
、
教
育
施
策

の
成
果
と
課
題
を
検
証
し
、
そ
の
改

善
を
図
る
と
と
も
に
、
そ
の
よ
う
な

取
組
を
通
じ
て
教
育
に
関
す
る
継
続

的
な
検
証
改
善
サ
イ
ク
ル
を
確
立
す

る
こ
と
、
ま
た
学
校
に
お
け
る
教
育

指
導
の
充
実
や
学
習
状
況
の
改
善
に

役
立
て
る
こ
と
が
大
き
な
目
的
で

す
。

　

そ
こ
で
、
今
年
度
の
調
査
結
果
を

踏
ま
え
、
子
ど
も
た
ち
の
学
力
に
つ

い
て
ど
の
よ
う
に
捉
え
て
い
る
の
か

伺
い
ま
す
。

答
　

昨
年
度
に
引
き
続
き
全
国
平

均
正
答
率
に
比
べ
て
下
回
っ
て

お
り
、
改
め
て
本
県
の
子
ど
も
た
ち

の
学
ぶ
力
を
向
上
さ
せ
、
学
習
状
況

を
改
善
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
と
感
じ
て
い
ま
す
。

　

わ
か
ら
な
い
こ
と
を
わ
か
る
よ
う

に
す
る
、
で
き
な
い
こ
と
を
で
き
る

よ
う
に
す
る
こ
と
で
、
子
ど
も
た
ち

の
意
欲
や
能
力
、
技
能
を
身
に
付
け

さ
せ
る
こ
と
が
学
校
教
育
の
役
割
だ

と
考
え
て
い
ま
す
。

　

そ
の
意
味
で
、
今
年
度
か
ら
取
り

組
ん
で
い
る
「
学
ぶ
力
向
上　

滋
賀

プ
ラ
ン
」の
６
つ
の
視
点
を
も
と
に
、

学
ぶ
力
を
総
合
的
に
育
む
こ
と
が
重

要
と
捉
え
て
い
ま
す
。

地
方
創
生
・
総
合
戦
略

問
　
（
仮
称
）
人
口
減
少
を
見
据

え
た
豊
か
な
滋
賀
づ
く
り
総
合

戦
略
（
原
案
）
が
示
さ
れ
、
総
人
口

で
は
２
０
４
０
年
に
約
１
３
８
万

人
、
２
０
６
０
年
に
約
１
２
９
万 

人
（
※
）、
出
生
数
は
年
１
３
，
０
０
０

人
、
合
計
特
殊
出
生
率
で
は
２
０
４

０
年
に
１
・
94
、
２
０
６
０
年
に

２
・
13
、
そ
し
て
20
歳
～
24
歳
の
社

会
増
減
を
ゼ
ロ
に
す
る
数
値
目
標
が

設
定
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
数
値
目
標
に
つ
い
て
は
、
県

民
の
皆
さ
ん
の
関
心
も
高
く
、
今
後

の
戦
略
の
推
進
に
お
い
て
極
め
て
重

要
な
意
味
を
持
ち
ま
す
が
、
ど
の
よ

う
な
議
論
を
経
て
設
定
さ
れ
た
の
か

伺
い
ま
す
。

答
　

総
合
戦
略
の
人
口
に
関
す
る

目
標
に
つ
い
て
は
、
団
塊
の
世

代
な
ど
で
見
ら
れ
る
人
口
の
ふ
く
ら

み
が
で
き
な
い
こ
と
、
２
０
４
０
年

の
人
口
構
造
が
、
若
年
層
が
少
な
い

「
つ
ぼ
型
」
で
は
な
く
、
若
い
世
代

が
増
え
る
こ
と
に
よ
り
安
定
的
な

「
つ
り
が
ね
型
」
と
な
る
こ
と
を
基

本
と
し
て
検
討
し
ま
し
た
。

　

そ
の
上
で
、
若
い
世
代
の
結
婚
、

出
産
、
子
育
て
の
希
望
を
叶
え
る
こ

と
に
よ
り
、
出
生
数
を
現
在
の
水
準

で
あ
る
年
１
３
，
０
０
０
人
で
維
持

す
る
こ
と
、
本
県
の
課
題
で
あ
る
転

出
超
過
が
顕
著
な
20
～
24
歳
の
社
会

増
減
を
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
を
条
件
に

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
し
、
人
口
目
標

を
２
０
４
０
年
に
約
１
３
８
万
人
、

２
０
６
０
年
に
約
１
２
９
万
人
と
設

定
し
ま
し
た
。

政
府
関
係
機
関
誘
致

問
　

地
方
へ
の
政
府
関
係
機
関
の

移
転
に
つ
い
て
、
今
回
提
案
さ

れ
る
国
立
環
境
研
究
所
の
一
部
移
転

の
規
模
は
、
研
究
員
で
５
～
10
名
程

度
の
も
の
で
す
が
、
一
部
移
転
の
先

に
期
待
さ
れ
る
効
果
と
し
て
、
企
業

の
集
積
と
新
た
な
雇
用
を
創
出
で
き

る
と
し
て
い
ま
す
。

　

国
立
環
境
研
究
所
の
一
部
移
転
に

よ
っ
て
、
い
つ
ま
で
に
ど
の
程
度
の

関
連
試
験
機
関
や
企
業
の
集
積
を
図

る
こ
と
が
で
き
る
の
か
、
そ
の
目
標

数
値
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

答
　

国
立
環
境
研
究
所
の
琵
琶
湖

環
境
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー
へ
の

一
部
移
転
が
実
現
す
る
こ
と
に
よ

り
、
様
々
な
課
題
が
顕
在
化
し
て
い

る
琵
琶
湖
の
生
態
系
の
健
全
化
に
資

す
る
と
と
も
に
、
国
と
連
携
し
た
琵

琶
湖
で
の
先
端
的
な
研
究
成
果
が
全

国
に
波
及
す
る
も
の
と
考
え
て
い
ま

す
。

　

関
連
試
験
機
関
等
の
目
標
数
値
は

設
定
し
て
い
ま
せ
ん
が
、
移
転
が
実

現
す
れ
ば
、
今
ま
で
培
っ
て
き
た
琵

琶
湖
に
関
す
る
試
験
研
究
の
水
準
が

さ
ら
に
高
ま
る
と
と
も
に
、
関
連
試

験
研
究
機
関
や
企
業
等
と
の
連
携
が

一
層
深
ま
り
、
本
県
へ
の
集
積
に
つ

な
が
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
。

解  説 ※　県議会での質問後に開催された政策・土木交通常任委員会等において、県は、総人口の目標値を2040年に約137万人、2060年に約128万人とする最終案を示しました。


